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1. 平成27年3月期第2四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第2四半期 138,571 5.6 7,352 △23.9 8,303 △23.5 6,084 8.8
26年3月期第2四半期 131,279 5.8 9,663 93.2 10,850 77.5 5,593 74.3

（注）包括利益 27年3月期第2四半期 8,455百万円 （20.3％） 26年3月期第2四半期 7,031百万円 （120.2％）

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

27年3月期第2四半期 56.16 ―
26年3月期第2四半期 55.69 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年3月期第2四半期 367,971 290,633 77.7
26年3月期 346,001 271,318 77.0
（参考）自己資本 27年3月期第2四半期 285,772百万円 26年3月期 266,565百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
26年3月期    期末配当金20円00銭には、記念配当10円00銭が含まれております。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 10.00 ― 20.00 30.00
27年3月期 ― 15.00
27年3月期（予想） ― 15.00 30.00

3. 平成27年3月期の連結業績予想（平成26年4月1日～平成27年3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 281,500 5.1 18,000 1.4 18,800 △4.8 12,200 4.5 112.59
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(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

(注) 詳細は、【添付資料】P.4「２.サマリー情報（注記事項）に関する事項(１)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧ください。 
 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 
(注) 詳細は、【添付資料】P.4「２.サマリー情報（注記事項）に関する事項(２)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 
 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(注) 詳細は、【添付資料】P.4「２.サマリー情報（注記事項）に関する事項(３)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・上記の予想は、当社が本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は、環境の変化により異なる結果となることがありま
す。業績予想の前提につきましては【添付資料】P.3「１．当四半期決算に関する定性的情報」の（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明をご覧くだ
さい。 
・四半期決算補足説明資料は、平成26年10月31日（金）に当社ホームページに掲載いたします。 
・当社は、平成26年11月11日(火)にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やかに当社ホーム
ページに掲載する予定です。 
・当社は、平成26年4月1日付でその商号を「株式会社テレビ朝日」から「株式会社テレビ朝日ホールディングス」に変更しております。 
 
 
 

※ 注記事項

新規 1社 （社名） 株式会社ビーエス朝日 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期2Q 108,529,000 株 26年3月期 100,600,000 株
② 期末自己株式数 27年3月期2Q 166,619 株 26年3月期 161,097 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期2Q 108,351,667 株 26年3月期2Q 100,438,914 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第 2 四半期連結累計期間の日本経済は、個人消費に持ち直しの動きが続いていることや、設

備投資が増加傾向にあるなど、緩やかな回復基調が続いています。しかしながら、消費税率引上

げにともなう駆け込み需要の反動の影響などもあって、一部に弱さもみられました。 

広告業界におきましては、東京地区のスポット広告の出稿量が、4 月は前年を下回ったものの、

その後は順調に推移したことから、前年同期を上回りました。 

このような経済状況のなか、当社グループは、テレビ放送事業はもとより、音楽出版事業やそ

の他事業においても収益確保に努め、当第 2 四半期連結累計期間の売上高は 1,385 億 7 千 1 百万

円（前年同期比＋5.6％）となったものの、売上原価、販売費及び一般管理費の合計が 1,312 億 1

千 9 百万円（同＋7.9％）となりました結果、営業利益は 73 億 5 千 2 百万円（同△23.9％）、経常

利益は 83 億 3 百万円（同△23.5％）となりました。また、特別利益として株式会社ビーエス朝日

との株式交換にともなう段階取得に係る差益を計上したことなどにより、四半期純利益は 60 億 8

千 4 百万円（同＋8.8％）となりました。 

 

平成 26 年 4 月 1 日付の認定放送持株会社体制への移行を機に、報告セグメントの区分方法を見

直した結果、第 1 四半期連結会計期間より、従来「その他事業」に区分しておりました連結子会

社の株式会社テレビ朝日が行うＣＳ事業を、「テレビ放送事業」に区分しております。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  なお、前年同期比については、変更後のセグメント区分に基づき算定しております。 

 

①テレビ放送事業 

タイム収入は、景況感が順調に推移したことにともない、安定的な広告枠の確保を図る動きが

見られました。レギュラー番組のセールスでは、４月改編において「ここがポイント!!池上彰解

説塾」、木曜ドラマなどを中心に、単価の上昇を達成したことで、前年同期に比べ増収となりまし

た。また、単発番組につきましても、「2014FIFA ワールドカップブラジル」などが大きく牽引し、

増収となりました。以上の結果、タイム収入合計は 448 億 7 千 1 百万円（前年同期比＋3.8％）と

なりました。 

スポット収入は、東京地区の広告出稿量が前年同期を上回ったことや、単価の上昇を図ってセ

ールスしたことなどから、前年同期に比べて増収となりました。業種別では「情報・通信」「化粧

品・トイレタリー」「趣味・スポーツ用品」「薬品・医療用品」などが好調でした。以上の結果、

スポット収入は 508 億 5 千 2 百万円（同＋3.3％）となりました。 

株式会社ビーエス朝日のＢＳ収入および株式会社シーエス・ワンテン、株式会社テレビ朝日な

どのＣＳ収入をＢＳ・ＣＳ収入としております。当第 2 四半期連結累計期間につきましては、株

式会社ビーエス朝日を連結子会社化した影響などにより、119 億 3 千 7 百万円（同＋131.8％）と

なりました。 

また、番組販売収入は 63 億 1 千 8 百万円（同△4.0％）、その他収入は 83 億 6 千 9 百万円（同

△6.2％）となりました。 

以上の結果、テレビ放送事業の売上高は 1,223 億 5 千万円（同＋8.2％）、営業費用は 1,160 億

2 千 3 百万円（同＋10.1％）となりました結果、営業利益は 63 億 2 千 7 百万円（同△17.7％）と

なりました。 

 

 

 

㈱テレビ朝日ホールディングス (9409) 平成27年3月期 第2四半期決算短信

- 2 -



②音楽出版事業 

前年同期に全国各地で開催した「ケツメイシ」および「湘南乃風」のコンサートツアーの反動

減などにより、音楽出版事業の売上高は 38 億 1 千 6 百万円（前年同期比△52.9％）となりました。

また、営業費用は 33 億 9 千 8 百万円（同△50.8％）となりました結果、営業利益は 4 億 1 千 8

百万円（同△65.1％）となりました。 

 

③その他事業 

「STAND BY ME ドラえもん」の大ヒットなどにより、出資映画事業が大幅増収となったことや、

7 月 19 日から 37 日間にわたって開催された初の大型イベント「テレビ朝日・六本木ヒルズ夏祭

り ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＡＴＩＯＮ」が大きく寄与し、イベント事業についても増収となりました。

一方、ショッピング事業が減収となったことなどにより、その他事業の売上高は 179 億 6 千 6 百

万円（前年同期比＋20.2％）、営業費用は 173 億 7 千 6 百万円（同＋22.8％）となりました結果、

営業利益は 5 億 8 千 9 百万円（同△26.3％）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第 2 四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比 219 億 6 千 9 百万円増の 3,679 億

7 千 1 百万円となりました。これは、有価証券が 237 億 1 千 7 百万円増加したことなどによりま

す。 

負債合計は、前連結会計年度末比 26 億 5 千 4 百万円増の 773 億 3 千 7 百万円となりました。ま

た、純資産合計は、前連結会計年度末比 193 億 1 千 5 百万円増の 2,906 億 3 千 3 百万円となりま

した。この結果、自己資本比率は 77.7％となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

通期の連結業績予想につきましては、平成 26 年 7 月 31 日に公表いたしました数値に変更はあ

りません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

   当社は、平成 26 年 4 月 1 日付の株式交換により、持分法適用関連会社であった株式会社ビー

エス朝日を完全子会社とし、連結の範囲に含めております。 

なお、当社は、平成 26 年 4 月 1 日付で、前連結会計年度末において連結子会社であったテレ

ビ朝日分割準備株式会社との間で吸収分割を行いました。また、同日付にてテレビ朝日分割準

備株式会社はその商号を「株式会社テレビ朝日」に変更いたしました。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  1.税金費用の計算 

   税金費用については、当第 2 四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。ただし、当該見積実効税率を用いて

税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法

によっております。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  （会計方針の変更） 

   「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給

付会計基準」といいます。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 25 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付適用指針」といいます。）を、退職給

付会計基準第 35 項本文および退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて第 1 四

半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方

法を退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに

従って、当第 2 四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法

の変更等にともなう影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第 2 四半期連結累計期間の期首において、投資その他の資産の「その他」に含

まれる退職給付に係る資産が 916 百万円減少し、退職給付に係る負債が 2,147 百万円増加して

おります。また、投資その他の資産の「その他」に含まれる繰延税金資産が 1,136 百万円増加

し、利益剰余金が 1,926 百万円減少しております。なお、当第 2 四半期連結累計期間の損益お

よびセグメント情報に与える影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 11,435 7,146 

    受取手形及び売掛金 71,488 73,351 

    有価証券 49,398 73,116 

    たな卸資産 9,204 9,810 

    その他 10,627 12,718 

    貸倒引当金 △93 △91 

    流動資産合計 152,061 176,052 

  固定資産     

    有形固定資産     

      土地 38,509 38,525 

      その他（純額） 50,188 47,916 

      有形固定資産合計 88,698 86,442 

    無形固定資産     

      その他 6,674 10,331 

      無形固定資産合計 6,674 10,331 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 86,479 80,533 

      その他 12,240 14,756 

      貸倒引当金 △152 △144 

      投資その他の資産合計 98,568 95,145 

    固定資産合計 193,940 191,919 

  資産合計 346,001 367,971 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 6,300 5,064 

    未払法人税等 4,741 2,760 

    役員賞与引当金 65 35 

    その他 46,268 45,573 

    流動負債合計 57,376 53,434 

  固定負債     

    役員退職慰労引当金 353 323 

    退職給付に係る負債 16,132 18,474 

    その他 819 5,104 

    固定負債合計 17,306 23,902 

  負債合計 74,683 77,337 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 36,642 36,642 

    資本剰余金 55,342 70,168 

    利益剰余金 167,895 170,041 

    自己株式 △326 △332 

    株主資本合計 259,553 276,519 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 7,127 8,395 

    繰延ヘッジ損益 1,635 2,491 

    為替換算調整勘定 △65 △82 

    退職給付に係る調整累計額 △1,685 △1,551 

    その他の包括利益累計額合計 7,011 9,252 

  少数株主持分 4,752 4,861 

  純資産合計 271,318 290,633 

負債純資産合計 346,001 367,971 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第２四半期連結累計期間 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 131,279 138,571 

売上原価 91,711 98,794 

売上総利益 39,567 39,777 

販売費及び一般管理費 29,904 32,425 

営業利益 9,663 7,352 

営業外収益     

  受取利息 57 80 

  受取配当金 539 605 

  その他 653 810 

  営業外収益合計 1,250 1,496 

営業外費用     

  固定資産廃棄損 45 514 

  その他 17 30 

  営業外費用合計 63 544 

経常利益 10,850 8,303 

特別利益     

  段階取得に係る差益 - 1,085 

  特別利益合計 - 1,085 

特別損失     

  投資有価証券売却損 79 115 

  投資有価証券評価損 - 169 

  送信所移転対策損失 1,100 - 

  特別損失合計 1,179 285 

税金等調整前四半期純利益 9,671 9,103 

法人税等 3,897 2,889 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,773 6,213 

少数株主利益 180 128 

四半期純利益 5,593 6,084 
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四半期連結包括利益計算書 

第２四半期連結累計期間 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,773 6,213 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 839 1,266 

  繰延ヘッジ損益 316 855 

  為替換算調整勘定 56 △16 

  退職給付に係る調整額 - 134 

  持分法適用会社に対する持分相当額 45 1 

  その他の包括利益合計 1,258 2,241 

四半期包括利益 7,031 8,455 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 6,851 8,326 

  少数株主に係る四半期包括利益 180 129 
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

(継続企業の前提に関する注記) 

 

  該当事項はありません。 

 

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記) 

 

  当社は、平成 26 年 4 月 1 日付の株式交換により新株を発行し、株式会社ビーエス朝日を連結子会

社としました。この結果、当第 2 四半期連結累計期間において資本剰余金が 14,827 百万円増加し、

当第 2 四半期連結会計期間末において資本剰余金が 70,168 百万円となっております。 

 

(セグメント情報) 

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年4月1日 至 平成25年9月30日） 

（単位：百万円）  

 報告セグメント 

調整額 

(注1) 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注2)  

テレビ放送 

事   業 

音 楽 出 版 

事 業 

そ の 他 

事 業 
計 

売上高       

 外部顧客への売上高 111,861 7,935 11,482 131,279 ― 131,279 

 セグメント間の内部売上高 
1,211 169 3,470 4,852 △4,852 ― 

 又は振替高 

 計 113,073 8,105 14,952 136,131 △4,852 131,279 

セグメント利益 7,688 1,199 800 9,687 △24 9,663 

（注）1.セグメント間取引消去であります。 

2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当第２四半期連結累計期間（自 平成26年4月1日 至 平成26年9月30日） 

（単位：百万円）  

 報告セグメント 

調整額 

(注1) 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注2)  

テレビ放送 

事   業 

音 楽 出 版 

事 業 

そ の 他 

事 業 
計 

売上高       

 外部顧客への売上高 120,729 3,662 14,179 138,571 ― 138,571 

 セグメント間の内部売上高 
1,621 153 3,786 5,561 △5,561 ― 

 又は振替高 

 計 122,350 3,816 17,966 144,133 △5,561 138,571 

セグメント利益 6,327 418 589 7,335 16 7,352 

（注）1.セグメント利益の調整額 16 百万円は、セグメント間取引消去△30 百万円、当社における子会社からの収

入 997 百万円および全社費用△950 百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に

係る費用であります。 

      2.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

   平成26年4月1日付の認定放送持株会社体制への移行を機に、報告セグメントの区分方法を見直し

た結果、第１四半期連結会計期間より、従来「その他事業」に区分しておりました連結子会社の株

式会社テレビ朝日が行うＣＳ事業を、「テレビ放送事業」に区分することといたしました。 

   なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により記載し

ております。 
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平成27年3月期　第２四半期決算短信補足資料

１．連結損益計算書
(単位：百万円)

売上高 131,279 138,571 7,292 5.6% 

タイム収入 43,215 44,871 1,656 3.8% 

スポット収入 49,207 50,852 1,644 3.3% 

番組販売収入 6,313 6,070 △ 243 △ 3.9% 

ＢＳ・ＣＳ収入 5,145 11,890 6,744 131.1% 

その他収入 7,979 7,044 △ 934 △ 11.7% 

音楽出版収入 7,935 3,662 △ 4,272 △ 53.8% 

その他事業収入 11,482 14,179 2,697 23.5% 

営業費用 121,615 131,219 9,604 7.9% 

営業利益 9,663 7,352 △ 2,311 △ 23.9% 

売上高営業利益率 7.4% 5.3% △ 2.1%

営業外収益 1,250 1,496 245 19.7% 

(うち持分法による投資利益) (        504) (        224) (△ 280) (△ 55.6%)

営業外費用 63 544 481 755.7% 

経常利益 10,850 8,303 △ 2,547 △ 23.5% 

売上高経常利益率 8.3% 6.0% △ 2.3%

特別利益 ― 1,085 1,085 ― 

(うち段階取得に係る差益) (         ―) (      1,085) ( 1,085) (  ―)

特別損失 1,179 285 △ 894 △ 75.8% 

(うち投資有価証券売却損) (         79) (        115) ( 36) (  45.7%)

(うち投資有価証券評価損) (         ―) (        169) ( 169) (　 ―)

(      1,100) (         ―) (△ 1,100) (　 ―)

税金等調整前四半期純利益 9,671 9,103 △ 567 △ 5.9% 

法人税等 3,897 2,889 △ 1,007 △ 25.9% 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,773 6,213 440 7.6% 

少数株主利益 180 128 △ 51 △ 28.5% 

四半期純利益 5,593 6,084 491 8.8% 

(うち送信所移転対策損失)

前年同期比26年3月期第2四半期 27年3月期第2四半期
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２.セグメント情報

(単位：百万円)

テレビ放送事業

売上高 113,073 122,350 9,277 8.2% 

タイム収入 43,215 44,871 1,656 3.8% 

スポット収入 49,207 50,852 1,644 3.3% 

番組販売収入 6,581 6,318 △ 262 △ 4.0% 

ＢＳ・ＣＳ収入 5,148 11,937 6,788 131.8% 

その他収入 8,919 8,369 △ 550 △ 6.2% 

営業費用 105,385 116,023 10,637 10.1% 

営業利益 7,688 6,327 △ 1,360 △ 17.7% 

音楽出版事業

売上高 8,105 3,816 △ 4,288 △ 52.9% 

営業費用 6,906 3,398 △ 3,507 △ 50.8% 

営業利益 1,199 418 △ 780 △ 65.1% 

その他事業

売上高 14,952 17,966 3,013 20.2% 

営業費用 14,152 17,376 3,224 22.8% 

営業利益 800 589 △ 210 △ 26.3% 

調整額

売上高 △ 4,852 △ 5,561 △ 708 14.6% 

営業費用 △ 4,828 △ 5,577 △ 749 15.5% 

営業利益 △ 24 16 40 ― 

  合  計

売上高 131,279 138,571 7,292 5.6% 

営業費用 121,615 131,219 9,604 7.9% 

営業利益 9,663 7,352 △ 2,311 △ 23.9% 

「その他事業」セグメント　売上高の明細

(単位：百万円)

ショッピング事業収入 4,061 3,032 △ 1,028 △ 25.3% 

イベント事業収入 1,832 3,012 1,179 64.3% 

出資映画事業収入 905 2,552 1,646 181.8% 

インターネット関連収入 2,127 2,434 306 14.4% 

機器販売・リース料収入 1,579 1,699 119 7.6% 

ＤＶＤ販売収入 888 1,257 369 41.6% 

その他 3,556 3,976 419 11.8% 

合　　　計 14,952 17,966 3,013 20.2% 

26年3月期第2四半期 27年3月期第2四半期

27年3月期第2四半期 前年同期比26年3月期第2四半期

前年同期比
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